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抄録 

本稿では，幼児の体力・運動能力に関する先行研究の批判的検討より，運動嫌い・スポーツ嫌い

の幼児を生まない実践研究の要件を究明するための課題の導出を試みた．その結果，幼児にとって

必要な体力・運動能力は明確に定まってないものの，「人間の身体の発揮し得る能力の総称」が体

力であるという立場から人間らしい立位姿勢や歩行動作の基盤づくりをおこなっていくことが重

要であるものと考えられた．また，経済成長に伴う社会環境や生活様式の変化によって，子どもの

運動量や体力と関わりのある生活習慣や運動習慣に乱れが生じ，結果的に体力・運動能力の低下へ

とつながっていたことが認められてきた．さらに，子どもの自発性と主体性を重視した自然な「遊

び」という形の方が準備された運動プログラムの実施よりも継続した運動習慣の獲得へと結びつく

可能性が高いこと，などが認められた．  

これらの先行史より，運動嫌い・スポーツ嫌いの幼児を生まない実践研究の要件を究明するため

の課題として，（1）半年以上継続的に運動を実践するなど，ある程度の長期的な取り組みであるこ

と，（2）「遊び」という要素を担保すること，という2つの要件を導出することができた．一方で，

「遊び」に関しては大人が介入した「遊び」と子ども達だけの「遊び」，施設の中での「遊び」と

自然の中での「遊び」といった環境要因への考慮が必要であるものと考えらえた．もっと言えば，

子ども達だけの「遊び」によってより良い立位姿勢や歩行動作の基盤づくりが可能なのかという課

題が残った． 

 

１．はじめに 

一般に，幼児期は心身の発達の基礎ができる重

要な時期といわれている．スキャモンの発育発達

曲線によれば，神経系統の発達は 5 歳前後頃で

80％成長することから，5 から 6 歳の時期の体力

の個人差が社会的に意味を持つと言われている[1]．

このことからも，幼児期に多種多様な遊びや運動

経験を担保することの重要性がわかる．本研究で

は，幼児期に多種多様な遊びや運動経験の担保が

一生を通しての健康で豊かな人生を過ごす上で重

要な鍵であると考え，人間の活動のもととなる[2]

身体的な体力・運動能力の基盤づくりのための方

法を究明したいというところにその動機がある． 

子どもの体力・運動能力は，1986 年から 1997

年にかけて低下傾向となり，合わせて小児肥満や

生活習慣病も増加したことで，社会問題として大

きく取り上げられるようになった．上記の背景に

は，運動環境や生活様式の変化などによる運動機

会の減少や過食・偏食といった不適切な食習慣[3]

などが大きく関係していると言われている． 

子どもの体力・運動能力の低下問題を受けて，

文部科学省[4]は子どもの体力向上のための総合的

な方策を発表した．具体的には，①子どもの体力・ 

運動能力は昭和 60 年ごろから現在まで低下傾向

が続き，運動する子どもとしない子どもの二極化

の傾向が見られること，②体を思い通りに動かす

能力の低下が認められること，③肥満傾向の子ど

もの割合が増加しており高血圧や高脂血症，将来



 
人間生活文化研究 Int J Hum Cult Stud. No. 30 2020 

 

幼児の体力・運動能力に関する現状と課題 826 

 

の生活習慣病につながる恐れがあること，④体力

の低下は，子どもが豊かな人間性や自ら学び自ら

考える力といった「生きる力」を身に付ける上で

悪影響を及ぼし，創造性，人間性豊かな人材の育

成を妨げるなど社会全体にとっても無視できない

問題であること，といった 4 点を明示した．その

上で，子どもの体力・運動能力の低下の背景には，

外遊びやスポーツを軽視し，大人が積極的に子ど

もたちに体を動かすことを要求しなくなったこと，

生活環境が変化し体を動かす機会や場が減少した

ことを指摘し，外遊びなどにかける時間，公園な

どの空間，そして仲間といった三つの間の減少問

題の解決・解消に取り組むべきであるということ

を示した． 

上述した内容は，基本的には就学以降の生徒・

児童を対象とした方策となっていた．しかし近年，

先に述べた文部科学省の方策発表を受けて，全国

各地の幼稚園や保育園でも幼児の体力・運動能力

の向上を企図した実践研究が活発化してきた． 

例えば，後述するように幼児の体力・運動能力

の調査方法を検討した基礎的研究，幼児の自発的

な運動遊びを生起させるための教材開発に関わっ

た研究，自主性に任せた自由な運動遊びと体力・

運動能力の関係を問うた研究，保護者や日常生活

などの環境要因と運動遊びを好む子（運動する子）

と好まない子（運動しない子）との関係性を調査

した研究など，多様な角度から調査・研究がおこ

なわれるようになった．また，保育園や幼稚園，

自治体独自の運動プログラムが作成され，多くの

実践事例が認められるようになってきた． 

小学校や幼稚園，保育園での取り組みが活発に

なった結果，子どもの体力・運動能力は向上する

傾向になってきたと言われている[5]．上記の傾向

を踏まえて，文部科学省[5]は施策「子供の体力向

上」を掲げ，「子どものスポーツ機会の充実を図り，

10 年以内（2022 年まで）に子どもの体力・運動能

力が 1975 年頃の水準を上回る」という到達目標を

示している． 

しかし一方で，次のような問題も指摘されるよ

うになった．すなわち，自由遊びの多い園の幼児

の方が運動プログラムを作成し指導を行っている

園の幼児よりも体力・運動能力が高いという結果，

さらには優れた幼児とそうでない幼児の極端な二

極化になってきたという結果などが報告されてい

る[6]．つまり，幼児の体力・運動能力が向上した

ように見えるのは，実は一部の幼児にのみ起こっ

ている現象であり，現実的には多くの幼児の体

力・運動能力は低下傾向にあるのではないだろう

か．現に，幼児期の運動能力の違いによって身体

活動量の格差が生じている[7]，幼児期に能力格差

が拡大し，例えば年少児の体力・運動能力差は年

長児まで残ってしまう [8] [9]といった報告がある． 

 今日，わが国では幼児の体力・運動能力の二極

化問題の解決が図れない背景には，幼児の自発性

などを無視した運動プログラムの実践によって，

結果的に運動嫌いやスポーツ嫌いの幼児を数多く

生んでいることが一因として考えられている．こ

れより，わが国における幼児を対象とした体力・

運動能力の向上を企図した実践研究とその成果を

検討することで，運動嫌い・スポーツ嫌いを生ま

ない実践研究の要件を究明するための課題導出に

は意義あるものと考える． 

そこで本稿では，わが国の幼児の体力・運動能

力に関する先行史を批判的に検討することで，運

動嫌い・スポーツ嫌いの幼児を生まない実践研究

の要件を究明するための課題の導出を目的とした． 

 

２．研究方法 

2.1 時代区分および文献収集の方法 

前項より，1986 年以前の時代，1986 年から 1997

年の体力低下問題が深刻化した時代，文部科学省
[4]の子どもの体力向上のための総合的な方策が発

表された以降の時代という 3 つの時代に区分する

ことは可能であろう．これより，上記 3 つの時代

区分に限定して，わが国の幼児の体力・運動能力

に関する研究の文献を収集した．このとき，国立

国会図書館，CiNii Article および J-STAGE のオン

ラインデータベースにて検索し，その場で誰もが

閲覧可能な一般公開された文献のみを収集した．

検索語は，「幼児」と「体力」を用いて，2019 年 6

月に検索を行なった．加えて，上記の文献中で引

用されていたものや学会誌等の刊行物のハンドリ

サーチを検索し，誰もが閲覧可能なものについて

は合わせて収集した． 

なお，幼児の体力・運動能力を対象とした研究

は，国外においても数多くの研究成果が蓄積され

ている．しかしながら，生物学的差異，社会環境

的差異，就学時期の相違，教育内容の差異といっ

た影響が考えられることから，わが国の類似した

研究成果との一般化は制限される可能性がある[3]．
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そのため，今回は国内における先行研究の収集に

限定することとした． 

 

2.2. 手順 

まず，3 つの時代区分毎に，中心的な関心事と

それに関わる先行研究を批判的に検討する． 

次に，幼児の体力・運動能力に関する先行史の

批判的検討から，運動嫌い・スポーツ嫌いの幼児

を生まない実践研究の要件を究明するための課題

を導出する． 

 

３．幼児の体力・運動能力に関する先行小史の批

判的検討 

3.1 幼児の体力・運動能力の構造の解明とその

測定方法を試みた時代 

1986 年以前の体力・運動能力に関する先行研究

を概観してみると，戦後間もない子どもの体力の

現状と東京オリンピックに向けた子どもの体力向

上に関する問題を取り扱ったものが多い傾向にあ

った．具体的には，体力・運動能力の構造の解明

を試みた研究，体力・運動能力の測定方法を検討

した研究が数多く認められた．以下，上記 2 つの

観点より，先行研究を概観した． 

まず，体力・運動能力の構造の解明を試みた研

究では，子どもの体力・運動能力の構造を仮説・

検証するものが数多く認められた． 

例えば，松井ら[10]は先行研究より導出した 21

項目に対して検証を行った結果，「平衡性」「パワ

ー」「体格」「手先の器用性」の 4 つを導出した．

竹内ら[11]も，先行研究より導出した 13 項目に対し

て検証を行い，男子では「脚の瞬発筋力」「握力」

「身体協調能力」「静的平衡能力」「柔軟能力」の

順に，女子では「握力」「脚の瞬発筋力」「筋持久

力」「平衡能力」「身体協調能力」「柔軟能力」の順

に，体力を構成する因子として強くなる結果にあ

ったことを認めていた． 

また，松浦・中村[12]は，すべての運動の成長に

関与する基礎運動能力を運動能力と加齢変化との

関係から割り出した結果，男子では「体格」「静的

筋力」「上・下肢の瞬発力」が，女子では「成熟度」

「体格」「静的筋力」で基礎運動能力が構成されて

いる可能性が示唆されたことを報告した．   

その後，それぞれの体力・運動能力を構成する

因子毎で，さらに詳細な研究が蓄積されている． 

例えば，青柳ら[13]は平衡能力に視点をあてて，

調整力の構造の解明を試みていた．その結果，4

歳から 8 歳の子どもの調整力の構造は 9 つの因子

より構成されていたことを明らかにした．また，

持久力についても最大酸素摂取量と加齢変化や性

差について検討され[14] [15] [16]，幼児の体力・運動

能力を構成する一つの因子として認知されるよう

になってきた．他方，幼児の体力・運動能力を構

成する因子は年代によって変化するといった指摘

もされるようになってきた[17]． 

次に，体力・運動能力を構成する因子が検討さ

れるのと合わせて，それらを測定・評価する方法

が検討されるようになった． 

例えば，松田[18]や松井ら[10]は，運動能力組テス

トとして「棒上片足立ち」「長座体前屈」「伏臥上

体反らし」「体支持持続時間」「立幅とび」「ソフ

トボール投げ」「25m 走」を提示し，その評価基準

値を示した．ちなみに，松田ら[19]，近藤ら[20] [21]

などによって，上記の評価基準値の改訂が行われ

ている． 

一方，テストの測定値を用いず，行動観察から

幼児の体力・運度能力を評価する方法の有効性に

ついても検討されてきた．具体的には，テストを

用いて測定した点数と幼稚園教諭や保育士の主観

的評価との相関の程度より，行動観察から幼児の

体力・運度能力を評価する方法の妥当性が検討さ

れている[22] [23] [24]． 

また，それぞれの体力・運動能力を構成する因

子毎でも，測定方法の検討が試みられていた．例

えば，栗本ら[25]は，「跳び越しくぐり」「反復横跳

び」「ジグザグ走」の 3 項目から「調整力」を測定・

評価する方法を検討してきた． 

その他，体力の構造やその測定方法の検討が進

むのに合わせて，発育発達変化や性差と体力・運

動能力の関係を検討する研究も散見できる[26] [27]．

1986 年以前に認められるこれら一連の研究は，「体

力」を定量的に調査・分析していくことを可能に

してきたことから，一定の成果は挙げたと言われ

ている[28]．その結果，体力とは「人間の身体の発

揮し得る能力の総称」と定義され，「physical fitness」

という言葉が最も近い意味であると言われるよう

になった[29]．また，体力は「身体的要素」と「精

神的要素」とに大別でき，それぞれの下位項目に

「行動体力」と「防衛体力」が存在していること，

身体的要素の「行動体力」には，体格，姿勢，筋

力，俊敏性，スピード，平衡性・協応性，持久性，
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柔軟性が，「防衛体力」には器官，組織構造，温度

調節，免疫，適応が，それぞれ存在していると捉

えるのが一般的になってきた．精神的要素の「行

動体力」についても，意志，判断，意欲が，「防衛

体力」では精神的ストレスへの抵抗力も，その存

在が一般的になってきた． 

一方で，未だ，幼児の体力・運動能力の構成要

因については，十分に明らかにされているとはい

いきれないと言われている[30]．また，「人間の身体

の発揮し得る能力の総称」を体力と捉えた場合，

人間らしい立位姿勢や歩行動作の獲得が重要にな

ってくるが，未だ，幼児を対象に立位姿勢や歩行

動作に影響を及ぼす要因を検討した研究はほとん

どない．今後，さらに検討が必要である． 

 

3.2. 体力・運動能力の低下の原因を追究した時

代 

前項の研究成果を受けて，子どもの体力・運動

能力が客観的に捉えられるようになってきた．こ

れにより，子どもの体力・運動能力の評価が可能

になってきた．その結果，子どもの体力・運動能

力は 1986 年を頂点に，それ以降，1997 年にかけ

て大きく低下したこと[31] [32] [33] [34]が示された． 

上記の現象は，子どもの体力・運動能力の低下

問題として広く認知されるようになり，多くの研

究者によってその原因の追究が検討されてきた．

具体的には，経済成長に伴う社会環境や生活様式

の変化によって，子どもの運動量や体力と関わり

のある生活習慣の乱れ[35]や運動習慣の乱れが生じ

て，体力・運動能力の低下へとつながっているこ

とが指摘されるようになった[36]．こうした傾向は，

児童のみならず，幼児においても同様であること

が明らかになってきた．以下，上記の内容につい

て先行研究を概観した． 

まず，社会環境や生活様式の何が変化したのか

を調査した研究がある．竹安ら[37]は，現代社会を

概観すると情報化社会が急速に発展し，テレビゲ

ームやインターネット通信などバーチャル世界で

過ごす機会が増え，室内遊びが中心となることが

自然な姿になったと指摘した．合わせて，経験的

に少子化，犯罪増加，空き地など遊び場の減少，

塾や習い事に通う過密スケジュールなどが子ども

の外遊びの機会を奪っている可能性を考え，この

ことも体力低下に拍車をかける原因であると主張

した．同様に，村瀬・落合[38]もわが国の子どもを

取り巻く環境が大きく変化し，子どもの遊びや生

活が質を変えたことを指摘した． 

次に，子どもの体力・運動能力の低下の原因を

多様な観点から追究した研究が認められた． 

石井・坂元[39]，中野ら[40]や青木ら[41]は，調査の

中で休日の身体活動量が平日のそれよりも有意に

下回る結果を認めた上で，家庭での過ごし方や運

動習慣の変化が子どもの体力・運動能力の低下問

題の背景にあることを指摘した．また高原ら[47]は，

幼児の自主性にまかせた自由な運動遊びの中にこ

そ，体力・運動能力を向上させる鍵であると仮説

した上で，体力・運動能力の調査を行った結果，

男子では休日の身体活動状況が高く自由な運動遊

びを好む幼児ほど体力・運動能力が高い傾向にあ

ったことを認めている．これより，日常的な身体

活動量の担保が幼児の体力・運動能力と密接に関

係している可能性の高いことを報告し，休日の過

ごし方の重要性を指摘した． 

また，睡眠の変化に着目した研究も散見できた．

前橋[42]や岡崎・前橋[43]は，就寝時刻が遅く睡眠時

間の短い幼児ほど翌日の握力値が低いこと，起床

時刻が遅い幼児ほど園内生活時の身体活動量（歩

数）が少ないことを認めている．また，長谷川・

前橋[44]は，睡眠時間の長い幼児ほど体力・運動能

力値が高い傾向にあり，睡眠時間と跳び越しくぐ

り能力（身体調整力）および 1 日の歩数の記録は

正の相関関係にあったことを認めている．また真

名子ら[45]は，就寝・起床時間がいずれも遅い子ど

もは，朝食の食欲が低い傾向にあり，朝食を子ど

もだけで食べる傾向もあったことを報告した．合

わせて，こうした特徴を有した子どもは，室内遊

びを好む傾向にあることも認めている． 

また，外遊びの時間に着目した研究もある．和

久田[46]は，認定こども園の幼稚園児と保育園児を

比較した結果，保育園児の方が幼稚園児よりも体

力・運動能力の調査結果が優れている傾向にあり，

その背景には保育園児の方は毎日必ず外遊びをし

ていたこと，3 歳以前に入園して外遊びの運動習

慣が身についていることが関係する可能性があっ

たことを報告した． 

他方，子どもの体力・運動能力の低下がなぜ問

題なのかといった問いを追究した研究も散見でき

た．例えば，久利[48]は，近年の体力・運動能力が

低下しつつある幼児を対象に，解剖学的姿位から

みた問題点を探った結果，「浮き趾」が激増し，立
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位姿勢が大きく乱れていることを報告した．また

久原ら[49]は，昨今，成人や高齢者を対象としてい

たメタボリック症候群やロコモティブ症候群とい

った健康問題が子どもに拡大していることを指摘

し，幼児期や児童期の身体活動のあり方に問題が

あるという警鐘を鳴らしている．さらに中村[50]は，

子どもの生活習慣と体組成などとの関係を調査し

た結果，生活習慣が変化したことで身体活動量や

体力低下といった影響が認められただけでなく，

合わせて肥満・痩せ，生活習慣病といった健康問

題が認められた子どもが増加傾向にあることも報

告した．近年，小児肥満の増加については多くの

警鐘が鳴らされ，思春期肥満や成人肥満に高い割

合でトラッキングし，成人期の生命予後にまで影

響する可能性が指摘されている[51] [52]． 

穐丸[17]は，幼児を対象に，体格と運動能力との

関係を 30 年間分のデータを基に検討した結果，体

格が大型傾向を示していること，体格の影響を受

けやすい運動能力は向上している一方で，巧緻性

や身体操作系能力は低下する傾向にあったことを

報告し，身体のアンバランスが生起しつつあるこ

とを指摘した． 

有酸素系の身体運動の重要性も指摘され，例え

ば身体的健康だけでなく学業成績，情緒的コント

ロールや社会的コントロール，パーソナリティに

も好ましい影響を及ぼす可能性がある[53] [54] こと

から，この手の体力低下も大きな問題と考えられ

ている． 

一方で，科学の発展に伴って利便性の向上が可

能となり，体力・運動能力の低下が深刻な問題と

は言い切れないのではないかといった疑問もある．

こうした問いに対して，上述した一連の先行研究

からは，子どもの体力・運動能力の低下問題が「生

きる力」を身に付ける上で悪影響を及ぼし，創造

性，人間性豊かな人材の育成を妨げるなど社会全

体にとっても無視できない問題であることが示唆

される．   

近年，「幼児期運動指針」が示され，幼児期にお

ける運動の意義として「体力・運動能力の基礎を

培う，丈夫で健康な体になる」といった体力・健

康といった体に関する内容のみならず，「意欲的

な心の育成」「社会適応力の発達」「認知的能力の

発達」が挙げられた[55]．このことは，体を動かす

行為が生きる力の育成に結び付くと考えられ[56]，

体力・運動能力の低下問題が単なる身体的な問題

以上のものを含めていることを示唆している．こ

れより，幼児の体力・運動能力の低下問題の解決・

解消を企図した運動プログラムの開発とその検証

が活発に行われるようになった． 

上述したように，経済成長に伴う社会環境や生

活様式の変化によって，子どもの運動量や体力と

関わりのある生活習慣の乱れや運動習慣の乱れが

生じて，体力・運動能力の低下へとつながってい

る可能性の高いことが明らかになってきた．これ

を受けて，子ども時代からより良い運動習慣や生

活習慣を身につけていくことで，体力・運動能力

の低下問題を解決・解消を試みていく流れが生ま

れてきたのである． 

 

3.3. 運動プログラムを開発し，その効果を調査

した時代 

体力が測定可能になり，客観的な判断が可能に

なった結果，体力・運動能力の低下問題が浮き彫

りとなった．上記の問題の背景には，経済成長に

伴う社会環境や生活様式の変化によって，子ども

の運動量や体力と関わりのある生活習慣や運動習

慣の乱れが関係しているものと考えられている． 

こうした現状は，国内外を問わず，各国で解決・

解消すべき問題として認知されるようになり，諸

外国でも子どもの身体活動ガイドラインが作成さ

れてきた．例えば，アメリカでは 2005 年～2008

年に 1 日総計 60 分以上を毎日行うこと，カナダで

は 1 日 90 分以上の身体活動をおこなうこと，5 歳

未満の子どもは 1 日 180 分以上の身体活動を行う

こと，英国では 5 歳未満の歩行可能な子どもは少

なくとも毎日 180 分行うこと，WHO でも１日 60

分の中高強度の身体活動を毎日行うことが，それ

ぞれ推奨されるようになってきた[57] [58] [59]． 

わが国でも，文部科学省中央教育審議会[4]が「子

どもの体力向上のための総合的な方策について

（答申）」を示し，2015 年には施策「子供の体力

向上」を掲げ，その達成目標として「子どものス

ポーツ機会の充実を図り，その結果として 10 年以

内（2022 年まで）に子どもの体力が 1975 年頃の

水準を上回る」ことを掲げている[5]． 

合わせて，「幼児期運動指針」[55]には，幼児期に

は 28 個の動きを獲得していくことが重要ではあ

るが，現代の幼児は昔の幼児とは異なり運動を行

う機会に恵まれないことから，何等かの条件を整

えた運動プログラムを開発していく必要性が示さ
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れてきた． 

これらを受けて，多くの幼稚園や保育園で多様

な運動プログラムが導入され，近年では 7 割以上

の保育施設で何らかの運動プログラムが行われる

までになった[60]．こうした中で，幼児期の運動プ

ログラム研究における黎明期では子どもの興味・

関心に対する配慮を欠いた内容や研究室での実験

が体育・運動嫌いを生んでいるといった指摘[61]が

見られるようになったのである．また，保育の一

環としての運動指導を多く行っている園よりも行

なわず自由遊びの多い園の園児の方が運動能力は

高く，保育時間内に運動指導を行っている園と行

っていない園，保育時間外の運動関連教室実施の

有無との間には明確な差が認められないという結

果も報告されている[6]．さらに，幼児の体格と運

動能力は向上傾向がみられたものの，優れた幼児

と劣っている幼児との二極化が進んで影響の可能

性が高いといった報告もある[62]． 

このように，多くの幼稚園や保育園で多様な運

動プログラムが導入されてきたことがわかる．今

回，これらの成果を集約することは困難であった

が，いずれの実践研究や実践現場からの報告も一

部の体力・運動能力については向上するといった

ものが大半であった．こうした中で杉原ら[63] [64]

は，指導者など大人が特定の運動教材を行わせる

よりも，子どもの興味関心に基づいた自発的な遊

びの方が効果的であったことを報告し，運動能力

の向上の面においても主体的な遊びの担保が必要

であることを指摘した．もっと言えば，皮肉なこ

とに多様な運動プログラムが行われるほど運動嫌

い・スポーツ嫌いの幼児が増加する傾向にあった
[55]．それ故，文部科学省[55]が「様々な遊びを中心

に，毎日 60 分以上楽しく体を動かすこと」を提案

し，遊びの重要性を唱えたのである． 

 

3.4. 運動嫌い・スポーツ嫌いの幼児を生まない

実践研究の要件とは 

最後に，運動嫌い・スポーツ嫌いの幼児を生ま

ない実践研究の要件とは一体何なのか，上記の問

いについて検討した． 

まず，梅野[65]は，子どもの愛好的態度（ものの

感じ方・考え方・行い方）を高めようとした場合，

ショートサイズの実践で育つことはきわめて困難

であり，愛好性を高めるためにはある程度の長期

的な実践が必要であることを指摘している．これ

らより，幼児の体力・運動能力の向上を企図した

運動プログラムの前提条件として，幼児の身体の

発達を企図したある程度の長期的（半年以上）な

運動プログラムといった「実施期間」は一つの条

件として存在しているものと考えられた． 

ここで，幼児期の運動プログラムは多様に存在

しており，これらをすべて整理することは現実的

に困難である．こうした中で，細川[66] が幼児の体

力・運動能力の向上を企図した運動プログラムの

効果に関する先行研究を整理・分析していた．そ

こで，細川が整理した先行研究一覧をみてみると，

実際の運動学習時間が 1 か月から 3 か月程度と短

いものが多い傾向にあったこと，単発的な取り組

みが多い傾向にあることがわかった．こうした傾

向に対して森ら[31]は，何らかの体育・運動指導を

している園がしていない園より運動能力が有意に

低いという現実が多く，その原因として 1 回あた

りの運動学習時間が短かったことを挙げ，「実施期

間」の重要性を指摘している．  

ちなみに，ある程度の長期の実施期間を担保し

子どもの発育・発達を企図した取り組みの事例と

して，例えば「人間の身体の発揮し得る能力の総

称」が体力であるという立場から，人間らしい立

位姿勢や歩行動作の基盤となる「裸足教育」導入

とその有効性を検討したものが複数認められた．

1980 年以降，子どもの裸足教育が推奨され[67]，小

学校や幼稚園，保育園の生活の中を裸足で過ごす

ことの効果を検証した研究や取り組みが散見でき

た．アメリカでも，プロフィットネストレーナー

で著名なEmilyが，「裸足によるトレーニングによ

って理想的な BAREFOOT が獲得できる一方で，

スニーカーを履いてのエクササイズはグローブを

はめて iPhone をいじるようなものである」と主張

し，裸足での運動を推奨している． 

「裸足教育」導入に関する研究を概観すると，

裸足で生活する行為の継続は，総じて安全意識の

向上，風邪の罹患率低下，足底面積や土踏まずの

形成などといった成果が報告されている[68] [69] [70] 

[71]．一方で，真に裸足教育の成果なのかというと

ころまで検証した研究は皆無であることから，今

後も継続的な検討は必要であろう． 

次に，体育・スポーツ指導に長年勤めてきた運

動指導者を介入した体操教室や縄跳び，持久走な

どを実施する運動プログラムを採用することで，

幼児の体力・運動能力や接地足跡などがどのよう
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に変化するのかを継続的に検討した研究が認めら

れた[72] [73] [74]．そこでは，偏平足の幼児の割合が

減少し，実施した内容が土踏まず形成に効果的で

あった可能性のあること，ボール投げと捕球，25

ｍ走，立ち幅跳びは全国平均値よりも高値を示し

たことを報告している．一方で，その他の体力・

運動能力は全国平均より低値を示し，自主性を大

切にした「遊び」としての側面を無視した場合，

体力・運動能力の向上には結びつかない可能性も

あるという課題が残ったことも認めている．これ

らより，ある程度の長期の「実施期間」を担保し

た上で，「遊び」としての側面も重視することが重

要であるものと考えられた． 

「遊び」としての側面に着目が集まったのは，

学校教育法の改訂に伴う「幼稚園の学校化」が懸

念されるようになり，幼児期のふさわしい教育の

あり方が問われるようになった[75]ことを契機とし

ている．40 年以上保育者養成指導に携わってきた

米谷[76]も，技術の獲得による優劣や競争性を優先

した指導ではなく，「遊びの生活化・生活の遊び

化」を促し自然と触れ合いながら共存することこ

そ，幼児体育では重要であることを主張した． 

上記のように，運動嫌い・スポーツ嫌いの幼児

が生まれる原因の一つとして，子どもの主体性を

無視し自発的に楽しく遊ぶことを欠いた「幼稚園

の学校化」問題があるものと考えられた．現に杉

原ら[63] [64]は運動指導を行っている幼稚園とそう

でない園の運動能力を比較した結果，行っていな

い園が最も高く，運動指導頻度の高い園ほど能力

が低い傾向にあったこと，また一人ひとりが自由

な遊び活動をする志向性の高い園，一斉指導と遊

びを混ぜた園，一斉指導に特化した園の順番で運

動能力が高くなる傾向にあったことを，それぞれ

認めている． 

高原ら[77]は，幼児の自発性と主体性を重視した

自由選択型運動遊びプログラムを作成し，その効

果を検討している．そこでは，短期間での実施で

あったにも関わらずソフトボール投げ，両足連続

跳び越し，開眼片脚立ち，立ち上がりパワーにお

いて有意な向上が認められ，自由遊びの有効性が

示唆されたことを報告している． 

梶川[78]は，幼児運動期プログラムを作成し，毎

日，意図的に園での多様な遊び活動が可能になる

プログラムを導入しその効果を検討した結果，幼

児の進んで体を動かそうという意欲が高まり多様

な遊びに触れることが可能となり，幼児期に必要

な多様な動きの獲得につながったことを報告した． 

森ら[31]も，何らかの体育・運動指導をしている

園がしていない園より運動能力が有意に低いとい

う現実が多い傾向にあり，実際の運動学習時間が

短かったこと，子どもの興味・関心に沿わない内

容であった可能性が高いことなど，多様な原因が

考えられることを指摘している． 

また，遊びの分類についても議論が行われてい

る．例えば，「機能遊び（音や身体の動きの感覚を

楽しむ遊び）」「象徴遊び（〇〇のふり遊びやごっ

こ遊び）」「ルールのある遊び（カルタなど室内遊

びから鬼ごっこ，ドッジボールなど）」といった分

類，仲間との関わりから「何もしない行動」「傍観

的遊び」「ひとり遊び」「平行的遊び」「連合的遊

び」「共同的遊び」といった分類，などが挙げられ

ている[79]． 

一方で，ヨコミネ式教育法に代表されるように，

「読み・書き・計算・体操・音楽」を通じて子ど

もの持つ可能性を広げる取り組みに力点を置いた

教育スタイルも存在している．そこでは，単なる

自由遊びとは異なった教育スタイルが展開されて

いることが広く知られている．それ故，体力・運

動能力の向上といった観点からみた場合，「遊び」

としての側面を重視した教育が必ずしも唯一の手

法とは言い切れない． 

いずれにしても，総じて「遊び」としての側面

を重視することは，運動嫌い・スポーツ嫌いの幼

児を生まない実践研究の要件の一つになる可能性

の高いものと考えられる． 

ところで，大人が子どもの遊びに介入すること

の違和感や自然の中で自然と子どもが学ぶ環境の

担保が重要であるといった考え方も存在している．

つまり，大人が介入した「遊び」と子ども達だけ

の「遊び」とでは，その教育効果が異なるのでは

ないかという問いである．例えば，子ども達だけ

の「遊び」に力点を置いた森と自然を活用した「森

の幼稚園」教育という考え方が一つ存在する． 

森の幼稚園教育は，直接体験の機会の減少によ

る身体の歪み[80]や幼児期の子どものストレス問題
[81]，マスメディア浸透などによる子どもの遊びの

形態変化[82]といった問題に対して，森での自然体

験などが子どもの心身を癒す効果が報告され，注

目が集まってきた． 

森の幼稚園の起源はデンマークなど北欧諸国と
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言われており，1951 年に主婦 Ella の教育方法に共

感した保護者たちから広がったとされている[75]．

現在，森の幼稚園を採用している園では，幼児が

木を登ったり，飛び跳ねたり，バランスをとった

り，踊ったり，輪になって遊んだりなど，全身運

動を毎日数時間も行っているとされている[75]．そ

のため，幼児の体力・運動能力が他の園より高い

可能性が考えられるが，現時点でそのことを報告

した研究は認められない． 

今後，大人が介入した「遊び」と子ども達だけ

の「遊び」，施設の中での「遊び」と自然の中での

「遊び」とで，それぞれどのように教育効果が異

なり，結果として幼児の体力・運動能力が異なっ

てくるのか検討してみる必要はある． 

 

４．まとめ 

本稿では，幼児の体力・運動能力に関する先行

研究の批判的検討より，運動嫌い・スポーツ嫌い

の幼児を生まない実践研究の要件を究明するため

の課題の導出を試みた．その結果，幼児にとって

必要な体力・運動能力は明確に定まってないもの

の，「人間の身体の発揮し得る能力の総称」が体力

であるという立場から人間らしい立位姿勢や歩行

動作の基盤づくりをおこなっていくことが重要で

あるものと考えられた．また，経済成長に伴う社

会環境や生活様式の変化によって，子どもの運動

量や体力と関わりのある生活習慣や運動習慣に乱

れが生じ，結果的に体力・運動能力の低下へとつ

ながっていたことが認められてきた．さらに，子

どもの自発性と主体性を重視した自然な「遊び」

という形の方が準備された運動プログラムの実施

よりも継続した運動習慣の獲得へと結びつく可能

性が高いこと，などが認められた．  

これらの先行史より，運動嫌い・スポーツ嫌い

の幼児を生まない実践研究の要件を究明するため

の課題として，（1）半年以上継続的に運動を実践

するなど，ある程度の長期的な取り組みであるこ

と，（2）「遊び」という要素を担保すること，とい

う2つの要件を導出することができた．一方で，

「遊び」に関しては大人が介入した「遊び」と子

ども達だけの「遊び」，施設の中での「遊び」と自

然の中での「遊び」といった環境要因への考慮が

必要であるものと考えらえた．もっと言えば，子

ども達だけの「遊び」によってより良い立位姿勢

や歩行動作の基盤づくりが可能なのかという疑問

は残った．それ故，より良い立位姿勢や歩行動作

の獲得を企図した運動プログラムの開発過程の検

討も調査する余地はあろう．いずれにしても，今

後の検討課題である． 
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厚東 芳樹（こうとう よしき） 

現職：大妻女子大学家政学部児童学科准教授 

 

 

兵庫教育大学連合大学院後期課程修了． 

専門は体育科教育学．主に，体育授業における教師の「出来事の予兆」への気づきやその対処方法の背

景にある知識に焦点をあてた研究を行っている． 

 

主な著書： 

プロフェッショナルな教師の体育授業をみる観点は何が違うのか（単著，V2solution 出版） 

 


